































































































































(5) 星野英一㈶民法概論Ⅱ㈵（良書普及会，1976 年）324 頁。すでに米倉・前掲
㈶譲渡担保の研究㈵76 頁も同旨（Cが取得するのは動産抵当権だとする）。
(6) 鈴木禄弥㈶物権法講義（5訂版）㈵（創文社，2007 年）381 頁。なお，鈴木は，
譲渡担保の法的構成を固定しない（同書 368 頁）。
(7) 淡路剛久ほか㈶民法Ⅱ物権（第 4版補訂）㈵（有斐閣，2019 年）342 頁（鎌田
薫）。
(8) 河上正二㈶担保物権法㈵（日本評論社，2015 年）344 頁。
(9) 高木多喜男㈶担保物権法（第 4版）㈵（有斐閣，2005 年）359 頁，高橋眞㈶担保
物権法（第 2版）㈵（成文堂，2010 年）298 頁，安永正昭㈶講義物権・担保物権
法（第 3版）㈵（有斐閣，2019 年）416 頁は，悪意のCが譲渡担保権を取得す
る趣旨を述べる。田山輝明㈶担保物権法（第 2版）㈵（成文堂，2004 年）176 頁
も同旨をいうが，処分を無効と解する余地もあるという。もっとも，道垣内弘
































(12) 平野裕之㈶担保物権法㈵（日本評論社，2017 年）203┡204 頁。なお，松井宏興
































縁としてИЙБ東京大学法科大学院ロー・レビュー 3号（2008 年）11 頁。
譲渡担保権者による目的物の譲渡
(419)





















































（有斐閣，2018 年）4頁。А広く共有Бの件りは，同書 12 頁。
譲渡担保権者による目的物の譲渡
(421)































































































































(法学 2020) 84Ё3.4 合併号Ё91
くべきものであるように思われる。譲渡担保権設定者Aが被担保債権を弁
済することによってCが所有権を失った場合には，Cが Bに対して，かつ










































































(22) 松尾＝古積・前掲㈶物権・担保物権法第 2版㈵413┡414 頁（古積）参照。
(428)
84Ё3.4 合併号Ё94
